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研究成果の概要（和文）：福島の地域住民や行政と連携した個人被ばく線量の実態把握、リスク対策に資する個
人被ばく推定手法の開発、被ばく線量低減対策の社会経済性評価と国内外におけるリスク対策（食品基準の設
定）等を分析・整理を行った。
福島の避難解除準備地域における個人被ばく線量の実測値は、ばらつきは大きいものの、当初の推定より低いこ
とが実証された。被ばく線量低減対策の費用はチェルノブイリのそれと比較すると相当高いことがわかった。本
研究により得られたエビデンスは、科学的合理性が高く社会に受容されるリスク対策の検討において、貴重な情
報を提供すると考えられる。

研究成果の概要（英文）：We have conducted problem-fitted studies for effective management of 
radiation exposure. The specific objectives include measuring, assessing and communicating 
 individual external doses, cost-effectiveness analysis of decontamination and comparing risk 
management measures among areas affected by the nuclear plant accidents. The results of our study 
suggested that although measured external doses vary depending on activity patterns and locations of
 individuals, the measured external doses were well below the initial estimates by the government.In
 addition, it was found that the cost of radiation dose reduction measures in Fukushima is 
considerably higher than that of Chernobyl. The evidence obtained by this study is thought to 
provide valuable information to consider effective risk measures accepted by public with high 
scientific rationality.

研究分野：環境リスク評価・管理
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
① 研究の学術的背景 
(1) 福島第一原発の事故に伴い放出された放
射性物質により汚染された近隣市町村では、
住民の避難や活動制限なされた。住民の避難・
活動制限・帰還や除染に対する意思決定の基
礎は外部被ばく線量（以降、被ばく線量）であ
った。国は環境中の放射線量（空間線量率）に
画一的な生活様式を仮定し、判断の基準とな
る被ばく線量を決めてきたが、2013 年になり、
帰還や除染の判断について、生活様式の違い
を反映し、本来の被ばく線量を近似する個人
線量を重視するという考え方を示した。一般
に、個人線量の実測値は、空間線量から予測
される被ばく線量より低くなる。この理由に
ついての国の説明が十分でないため、個人線
量重視への方針転換は、ステークホルダー間
に混乱を招き、単に帰還や除染に対する基準
の緩和と受け止められてしまう状況を作り出
した。行政や個人の避難地域への帰還に関す
る意思決定、効果的な除染等の被ばく線量低
減や放射線に対する不安解消に資する対策の
検討のためには、被ばく線量に対する共通の
理解と住民・行政・研究者などのステークホ
ルダーが共有できる線量理論とエビデンスに
裏付けされた評価手法が必要である。原発事
故後、福島では多くの被ばく量調査が行われ
てきたが、ほとんどが現状把握に留まり、被
ばく線量低減対策に繋がるような定量的デー
タはほとんどなかった。 
(2)放射性物質によるリスク問題解決のため
の対策は、被ばく線量の結果なしでは成り立
たないが、被ばく線量の評価結果だけで決ま
るものでもない。複数の対策オプションの中
から、よりよいリスク対策を選択するために
は、リスク評価結果に加えて、ベネフィット
（便益）やコスト（費用）、さらには他のリス
クを誘発しないかといったリスクトレードオ
フの視点も必要である。限られた資源の中で、
受け手の置かれている状況に応じて、社会受
容性が高く合理的なリスク対策を検討するた
めには、リスク問題を正しくフレーミングし、
リスクや社会経済的な影響を客観的・定量的
に評価して、その結果をステークホルダーに
理解・納得されやすいかたちで提供すること
が重要である。福島における放射性物質のリ
スク問題への対応に関する研究は、多くが科
学的知見の蓄積に留まっており、得られた知
見を、リスク問題の解決どう使うかといった
社会実装化まで見据えた橋渡し的研究が不足
している。 

 
２．研究の目的 
本研究では下記５項目を具体的な目的と設定
した。 
(1)個人被ばく線量の実態把握:住民や行政と
連携して被ばく線量データを取得し、生活環
境における空間線量と個人線量の関係を明ら
かにして、（２）で構築する推定手法で使用す
る換算係数を決定する。 

(2)線量理論とエビデンスに基づく被ばく線
量推定手法の構築：（１）の結果を活かし、行
政や個人の意思決定を支援する実態に合う被
ばく線量推定ツールを開発し、公開する。 
(3)被ばく線量低減対策の社会経済性評価：
（２）で開発した手法を活かし、被ばく線量
対策オプションのリスク削減効果と費用を共
通の尺度で評価する。 
(4)国内外における放射性物質の被ばくリス
クに関する対策や事例研究の実態調査：国内
外におけるリスク対策やそれに資する事例研
究を横断的に分析し（メタ解析）、それぞれの
特性や推進あるいは阻害要因を明らかにする。 
(5)効果的なリスク対策が備えるべき要件と
必要なリスク評価・コミュニケーションの検
討：（１）から（５）の取り組みで得た知見や
教訓をまとめ、効果的なリスク対策が備える
べき要件とそれを支えるリスク評価・コミュ
ニケーションのあり方を提示する 
３．研究の方法 
本研究では、福島第一原発事故に伴い放出さ
れた放射性物質の影響を受けた地域住民や行
政と連携して、1 時間ごとの個人線量が把握
できる小型線量計(D-シャトル)（図１）と
GIS/GPS技術を活用して、個人被ばく線量と空
間線量や生活様式との関係を定量化する。住
民を対象とした被ばく線量の調査の際には産
総研人間工学実験委員会での審議・承認を得
て行い、調査協力者には研究内容を説明し合
意を得た上でデータ取得を行う。次に、その
実測結果と線量理論に基づき実態に合う被ば
く線量推定手法を開発しモデル化を行う。そ
の線量推定手法を活用して、被ばく線量低減
対策の費用と効果を計算し、共通のリスク尺
度により複数の対策オプションの比較検証を
行う。さらに、文献調査、専門家や行政担当者
等へのインタビュ－により、国内外における
リスク対策及び事例研究のメタ解析を行い、
効果的なリスク対策の構造を分析する。これ
らの研究解析を通して得た知見や教訓を体系
的に整理し、効果的なリスク対策が備えるべ
き要件とリスク評価・コミュニケーションの
あり方を整理する。 
 

図１個人被ばく線量調査で使用した線量計
（Dシャトル：左）と GPS ロガー（右） 

 
 



４．研究成果 
(1)福島県川俣町山木屋地区、飯舘村および川
内村の住民と協力して、個人被ばく線量デー
タを取得した。個人被ばく線量データと行動
記録・GPS 情報とを突合し、さらに個人被ばく
線量と航空機モニタリングに基づく空間線量
との関係の解析を行い、事故直後に避難指示
準備区域に指定された地域における個人被ば
く線量の特性、個人被ばく線量と空間線量と
の関係を求めた。 

避難指示準備地域において取得した個人被
ばく線量データの例を図２に示す。避難指示
準備地域における個人被ばく線量は、ばらつ
きが大きく、同じ村内であっても、自宅の所
在地、屋内外の滞在時間により大きく異なる
ことがわかった。場所別の個人被ばく線量の
ばらつきは、屋内滞在時よりも屋外滞在時の
方が大きく、地域性や環境条件が大きく影響
していると考えられた。 

 
図 2： 飯舘村において取得した個人被ばく
線量の経時変化の例.横軸：日時、縦軸：時
間当たりの個人被ばく線量.背景の色は青
色：村内自宅、黄色：その他村内、なし：村
外を表す。 

 
飯舘村において取得した個人被ばく線量と

航空機モニタリングに基づく空間線量との関
係を図３に示す。自宅滞在時と屋外滞在時で
は、個人被ばく線量は空間線量の、それぞれ
0.15 倍と 0.18 倍程度であった。このことは

政府が事故直後に設定した個人被ばく線量の
推定式（係数＝0.6）は極めて保守的なもので
あると考えられた。 
 

図 3： 飯舘村において取得した個人被ばく
線量（平均）と空間線量（平均）の関係. 空
間線量は航空機モニタリングに基づきバック
グラウンド線量(0.04μSv/h)を差し引いた
値.一方、個人被ばく線量は D-シャトルによ
る計測値よりバックグラウンド線量(0.052μ
Sv/h)を差し引いた値. 
(成果論文②の結果を一部改変して掲載) 
 
(2)本研究より得られた係数および線量理論
に基づき、生活パターンを考慮して、将来の
被ばく線量を推定するモデルのプロトタイプ
を作成した。計算に当たって、主要な職種の
平均的な生活パターンや地図上で航空機モニ
タリングに基づく空間線量が容易に選択でき
るようにした。今後、モデルの妥当性の評価、
パラメータの精緻化と想定されるユーザーを
交えて実用化に向けた改良を行う予定である。 
(3) 被ばく線量低減対策の社会経済性評価の
一環として、福島県楢葉町と大熊町の除染費
用を分析した結果、仮置場での保管費を含め
た直接経費は、楢葉町 1,833 円/m2、大熊町
2,793 円/m2で、大熊町の方が楢葉町よりも概
ね高くなった。その理由は農地のほとんどで
表土が削られていることが効いていると考え
られた。大熊町では除染前後で住宅地の空間
線量率の平均が 2.06μSv/h から 0.88μSv/h
に下がっていた。楢葉町の除染について、費
用と線量低減とから、余命 1 年延長費用
(CPLYS)を計算した。帰還から 30 年間の被ば



くによる損失余命に対する除染の効果を計算
したところ、55 人・年と算出された。楢葉町
におけるCPLYSは 2.3億円から10億円程度と
推定され、これらはチェルノブイリの除染の
費用効果についての文献にある上限と言われ
る値の 18 から 77 倍であった。 
 原発事故後に生じた放射線被ばくリスクと
身体的健康リスク等について比較した結果、
放射線被ばくによるリスク増加のみならず、
震災後は仮設住宅への入居等、生活環境の変
化が身体的健康リスク増加に繋がる可能性が
あることがわかった。 
(4)原発事故後に研究者や行政、団体等によっ
て実施された放射能リスクへの対応やリスク
コミュニケーションに関する論文や報告書等
を収集し、内容、開始時期、地域について横断
的な分析に資する基礎情報を整理した。その
結果、放射能リスクへの対応は当初、放射線
測定が主たる活動であったこと、2013 年以降
に生活支援の活動が増えたこと、生活支援活
動の主な担い手として大学が貢献したことな
どが特徴的であった。本分析は、災害時等で
研究者が現場に入った活動を定量的に評価し、
研究者の社会貢献に対して，インセンティブ
が目に見える形になりやすくなる利点はある
が、活動度の推移や市町村ごとの差異を正し
く把握することが難しいと考えられた。また、
チェルノブイリ原発事故の影響を受けた欧州
の国 （々ノルウェー、イギリス、ベラルーシな
ど）における食品基準の根拠や考え方を整理
した結果、国により基準値設定の概念が異な
り、数値の背後にある思想や導出方法の理解
が、社会的合理性の高いリスク対策にとって
重要であることが考えられた。リスク対策の
国際比較については、より詳細な調査・解析
を実施している。 
(5) 個人被ばく線量に関連する、効果的なリ
スク対策が備えるべき要件と必要なリスク評
価・コミュニケーションに係る教訓は以下の
通り。個人被ばく線量に対する個人の捉え方
は人それぞれであるが、事故直後に政府によ
り設定された除染や避難解除の目安となる線
量（１mSv/年や 0.23μSV/h など)の認知度は
高く、放射線防護に係る意思決定において大
きな影響を及ぼしている。このような目安と
なる値を用いたリスクコミュニケーションは、
その値以下であれば強力な後押しになるが、
そう出ないと不安増大に繋がる可能性がある。
個人の避難や帰還の選択において、個人被ば
く線量の実測は重要なエビデンスであるが、
効果的な低減対策の提供ができなければ、不
安や無力感を増大させてしまう可能性がある。 
放射性物質のリスク評価・管理において、実
測データや基準値は対策を検討する上で必要
なものであるが、それぞれの数値の意味やコ
ミュニケーション、対応のあり方は状況や文
脈により異なることが確認された。 
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